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‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１Ⅰ 国立大学の再編・統合

‥‥‥‥‥‥１Ⅱ 世界的教育研究拠点の形成のための重点的支援

‥‥‥‥‥１Ⅲ 社会的要請を踏まえた大学の教育研究の高度化等
１．専門大学院の充実

２．医療技術短期大学部の転換

３．高等専門学校の創設

４．先端医療等の推進

５．国立大学附属学校の安全管理体制の充実

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２Ⅳ 育英奨学事業の充実

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３Ⅴ 私立学校に対する助成
１．私立大学及び私立高等学校等経常費補助の充実

２．私立学校の教育研究機能の基盤強化・高度化の推進

３．日本私立学校振興・共済事業団貸付事業［財政融資資金］

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５Ⅵ 留学生交流の推進
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前 年 度 平成14年度 比 較 増
区 分 備 考

予 算 額 予算額(案) △ 減 額

千円 千円 千円

Ⅰ 国立大学の再編・統合 － － － 筑波大学・図書館情報大学、山梨大学・山梨医科大学

Ⅱ 世界的教育研究拠点の形成 0 18,200,000 18,200,000 研究拠点形成費補助（新規）
のための重点的支援

Ⅲ 社会的要請を踏まえた大学
の教育研究の高度化等

( 0)
1.専門大学院の充実 181,264 411,046 229,782 1.専門大学院の新設整備 16,753

・神戸大学、一橋大学

( 181,264)
2.専門大学院形成支援経費 199,011

( 0)
3.法科大学院制度に関する調査研究（新規） 195,282

2.医療技術短期大学部の転換 0 9,363 9,363 学科の新設

・秋田大学、筑波大学、信州大学、九州大学

3.高等専門学校の創設 0 52,313 52,313 沖縄工業高等専門学校（仮称）の創設

( 0)
4.先端医療等の推進 7,665,971 10,352,953 2,686,982 1.探索医療センターの整備等 104,376

( 0)
2.子どものこころ診療部等の新設 424,201

( 7,665,971)
3.看護等体制改善要員経費 9,807,607

( 0)
4.医歯学教育システム研究センターの新設 16,769

( 0)
5.国立大学附属学校の安全管 0 360,542 360,542 1.警備委託経費（新規） 323,980
理体制の充実

( 0)
2.メンタルサポートチーム経費（新規） 29,356

( 0)
3.学校安全調査研究経費（新規） 7,206
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前 年 度 平成14年度 比 較 増
区 分 備 考

予 定 額 予算額(案) △ 減 額

千円 千円 千円

( 8,212,292)
Ⅳ 育英奨学事業の充実 125,006,064 112,698,369 △12,307,965 1.日本育英会補助 9,097,939

[ほかに財政融資資金] [219,200,000] [221,900,000] [ 2,700,000] ( 12,156,503)
2.育英資金利子補給金 11,707,862

(104,637,269)
3.育英資金貸付金 91,892,568

(228,577,781)
・無利子貸与事業 221,428,437

(内訳) (104,637,269)
育英資金貸付金 91,892,568

(123,940,512)
返還金充当額 129,535,869

(244,631,582)
・有利子貸与事業 295,224,208

(内訳) (219,200,000)
財政融資資金 221,900,000

( 10,000,000)
財投機関債 56,000,000

( 15,431,582)
返還金充当額 17,324,208

・貸与人員 75.3万人→79.8万人(4.5万人増)
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前 年 度 平成14年度 比 較 増
区 分 備 考

予 算 額 予算額(案) △ 減 額

千円 千円 千円

Ⅴ 私立学校に対する助成

1．私立大学及び私立高等学校等
経常費補助の充実

(225,549,000)
(1) 私立大学等の経常費に 314,250,000 319,750,000 5,500,000 1.一般補助 222,549,000
対する補助

( 88,701,000)
2.特別補助 32,720,000

( 3,118,000)
(1)生涯学習推進特別経費 4,418,000

( 0)
(2)個性化推進特別経費（新規） 28,302,000

( 85,583,000)
(3)前年度限りの経費 0

( 0)
3.私立大学教育研究高度化推進特別補助（新規） 64,481,000

( 0)
(1)大学院高度化推進特別経費 19,836,000

( 0)
(2)学術研究推進特別経費 10,123,000

( 0)
(3)大学教育高度化推進特別経費 14,762,000

( 0)
(4)高度情報化推進特別経費 19,760,000

(314,250,000)
計 319,750,000

(2)私立高等学校等の経常費助成費 92,250,000 97,750,000 5,500,000
に対する補助 ( 84,186,000)

1.一般補助 88,852,000

( 50,453,000)
(1)高等学校 52,537,000

( 10,000)
(2)中等教育学校 34,000

( 8,723,000)
(3)中学校 9,161,000

( 2,433,000)
(4)小学校 2,574,000

( 22,567,000)
(5)幼稚園 24,546,000

( 8,064,000)
2.特別補助 8,898,000

( 2,787,000)
(1)特殊教育諸学校等運営費 2,787,000

( 2,658,500)
(2)教育改革推進特別経費 3,380,000

( 274,000)
(3)過疎高等学校特別経費 314,000

( 31,000)
(4)農業経営者育成高等学校特別経費 32,000
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前 年 度 平成14年度 比 較 増
区 分 備 考

予 算 額 予算額(案) △ 減 額

千円 千円 千円

( 1,261,000)
(5)広域通信制高等学校運営費 1,435,000

( 752,500)
(6)特色教育振興モデル事業費 650,000

( 300,000)
(7)授業料減免事業臨時特別経費 300,000

( 92,250,000)
計 97,750,000

2. 私立学校の教育研究機能の基盤
強化・高度化の推進

( 11,442,000)
(1)私立大学等における教育研究 20,448,000 19,303,000 △ 1,145,000 1.私立大学学術研究高度化推進事業 11,797,000
装置・施設整備費に対する補助

産学連携研究推進事業（新規）等

( 4,994,000)
2.教育研究装置整備費補助 3,494,000

( 1,465,000)
3.情報通信施設 1,465,000

( 1,757,000)
4.情報通信装置 1,782,000

( 790,000)
5.私立大学等防災機能等強化緊急特別推進事業 765,000

( 20,448,000)
計 19,303,000

(2)私立高等学校等における施設 2,289,000 2,089,000 △ 200,000 私立高等学校等施設高機能化整備費補助
整備費に対する補助 ( 1,177,000)

1.施設高機能化整備 977,000

( 900,000)
2.防災機能強化施設整備 900,000

( 212,000)
3.私立学校エコスク－ル整備推進モデル事業 212,000

( 2,289,000)
計 2,089,000
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前 年 度 平成14年度 比 較 増
区 分 備 考

予 算 額 予算額(案) △ 減 額

千円 千円 千円

(3)私立大学等における研究設備 5,654,990 5,880,574 225,584 研究設備、情報処理関係設備等の整備に対する補助
の整備費等に対する補助

(4)私立学校施設高度化推進事業費 848,817 639,233 △ 209,584 利子助成制度
補助

3．日本私立学校振興･共済事業団 [27,000,000] [24,000,000] [△3,000,000]
貸付事業[財政融資資金]

( 23,294,378)
Ⅵ 留学生交流の推進 55,834,350 54,421,759 △1,412,591 1.国費留学生受入れの計画的整備 23,511,688

・新規受入数
4,985人→5,235人(250人増)

( 14,056,280)
2.私費留学生等への援助 13,594,422

(1)学習奨励費

・留学生 10,850人→10,900人(50人増)

・就学生 150人→ 250人(50人増)

(2)短期留学推進制度

・受入 1,950人(前年度同)

・派遣 585人(前年度同)

(3)最先端分野の学生交流の推進（新規）

受入 50人 派遣 50人

(4)授業料減免学校法人援助

( 18,483,692)
3.留学生に対する教育・研究指導の充実等 17,315,649

(1)留学生宿舎の確保
留学生宿舎建設奨励金（１事業者）

(2)国立大学等における教育指導体制の整備

(3)留学生受入れに係る私立大学等経常費補助
(特別補助)

(4)日本留学試験の本格実施

(5)国際研究交流大学村



平成１４年度予算 (案 )

主 要 事 項 の 説 明

平成１４年１月

文部科学省高等教育局
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Ⅰ 国立大学の再編・統合

［要 旨］
「大学（国立大学）の構造改革の方針」に基づき、国立大学における教育研究の活性化
を図り、世界に通用する人材を育成し、国際競争力のある大学づくりを進める観点から、
大胆な国立大学の再編・統合を進める。
平成１４年度には、以下の４大学について再編・統合を図る。

［内 容］
①筑波大学＋図書館情報大学 → 筑波大学
②山梨大学＋山梨医科大学 → 山梨新大学（仮称）

※いずれも平成１４年１０月統合、平成１５年４月学生受入
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Ⅱ 世界的教育研究拠点の形成のための重点的支援

研究拠点形成費補助 （新 規）
平成１４年度予算額（案） 18,200,000千円

［要 旨］
我が国の大学が、世界のトップレベルの大学と伍して、教育及び研究の水準向上や活

性化、世界をリードする創造的人材の育成をしていくためには、競争的環境を一層醸成 し、
国公私を通じた大学間の競い合いがより活発に行われることが重要である。

このため、世界最高水準の大学づくりの一環として、第三者評価により、国公私を通
じ、世界的教育研究拠点の形成のための重点的支援を行う。

［内 容］
○主として研究上のポテンシャルの高い大学の教育研究拠点に対し、高度な人材育成機
能も加味した、重点的支援を目指すもの。
○あらかじめ大学を選んだり、大学のランク付けを行うものではなく、大学からの申請
に基づき、学問分野別に、専門家等によるいわばピアレビューにより選定。選定の結

果は固定化せず、評価に応じて変動しうる仕組み。
○各大学の個性や特色の明確化が図られ、国公私を通じた競い合いにより、我が国の大
学全体の水準向上や活性化につながることも期待。
○具体的な仕組みの概要は以下の方向（大学改革連絡会で検討中）。
・分野構成

人文・社会科学から自然科学までの学問分野を１０分野程度に構成し、分野別に
申請を受け審査。

・対象
大学院（博士課程）レベル（専攻等）を対象。

・申請
どの専攻等を如何にして世界的な教育研究拠点に育成するかという大学としての

戦略に基づき、学長から申請。
・審査

学問分野別に、専門家・有識者等による客観的で公平・公正な第三者評価に基づ
き選定（審査委員会は省外に設置）。

・審査の視点
教育研究活動実績についての客観的データや将来構想等を基に、今後の発展の可

能性等について評価。
・年次計画等

初年度は５分野を対象とする。１件当たり年間１～５億円程度を５年間継続して
交付（学長に対する補助金）。２年目に中間評価、期間終了時に事後評価を実施。
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Ⅲ 社会的要請を踏まえた大学の教育研究の高度化等

１ 専門大学院の充実
(前 年 度 予 算 額 １８１，２６４千円)
平成14年度予算額(案) ４１１，０４６千円

［要 旨］

大学審議会答申では、今後の大学院について、その教育研究水準の質的向上とあ
いまって、全体としての研究者養成に加え、社会の要請に適切に対応した高度な専
門的能力を有する職業人養成の役割をも重視した、多様で活力あるシステムを目指
すことが重要と指摘。
この具体化の一環として、高度の専門性を有する職業等に従事するのに必要な高

度の専門的知識・能力の育成に特化した実践的な教育を行う大学院修士課程（専門
大学院）の制度化を平成１１年に行い、これまで国立３大学に専門大学院を設置。

一橋大学国際企業戦略研究科「経営・金融専攻」（平成１２年度）
京都大学医学研究科「社会健康医学系専攻」 （平成１２年度）

九州大学医学系教育部「医療・管理学専攻」 （平成１３年度）

また、法律実務分野のうち法曹養成については、司法制度改革審議会の意見書 （本年
６月）を受け、新たな法曹養成制度の中核としての法科大学院の設置も含め 司法制度
改革の推進の実現に向けた所要の措置を講ずる旨の閣議決定。

このため、平成１４年度においては、引き続き、専門大学院の新設・整備を図る
とともに、法科大学院については、平成１６年４月の学生受け入れを目指し、必要
な制度改正に向け調査研究を実施。

［内 容］

（１）専門大学院の新設整備 平成14年度予算 １６，７５３千円額(案)

特定の職業等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力の育成に特化した実
践的な教育を行う大学院修士課程の設置等。
①新設 神戸大学経営学研究科「現代経営学専攻」（修士課程）
②整備 一橋大学国際企業戦略研究科「経営・金融専攻」（修士課程）

( １８１，２６４千円)前 年 度 予 算 額
（２）専門大学院形成支援経費 平成14年度予算 １９９，０１１千円額(案)

特定の職業等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力の育成に特化した実
践的な教育を行う大学院修士課程の質的充実を支援するための経費。

( 新 規 )
（３）法科大学院制度に関する調査研究 平成14年度予算 １９５，２８２千円額(案)

法科大学院の教育内容・方法、入学者選抜等に関する調査研究に必要な経費。



- 4 -

２ 医療技術短期大学部の転換

平成14年度予算額(案) ９，３６３千円

[要 旨]

近年の医学・医療の急速な進歩、人口の高齢化等を背景とした我が国の保健医
療を取り巻く環境の変化に伴い、幅広い教養と豊かな人間性、高い倫理観、科学

的思考力、的確な判断力等を有する資質の高い看護婦等医療技術者の育成が必要。
このため、医療技術短期大学部を４年制の保健学科等に転換を図り、社会の要

請に対応。

[内 容]

・学科の新設

（１）秋田大学医療技術短期大学部の廃止 ⇒ 医学部保健学科
入学定員 １２０人 入学定員 １０６人

〈３年次編入 １４人〉

（２）筑波大学医療技術短期大学部の廃止 ⇒ 医学専門学群看護・医療科学類
入学定員 １２０人 入学定員 １０７人

〈３年次編入 １３人〉

（３）信州大学医療技術短期大学部の廃止 ⇒ 医学部保健学科
入学定員 １６０人 入学定員 １４３人

〈専攻科 ２０人〉 〈３年次編入 １７人〉

（４）九州大学医療技術短期大学部の廃止 ⇒ 医学部保健学科
入学定員 １６０人 入学定員 １４４人

〈専攻科 ２０人〉 〈３年次編入 １６人〉

（注）〈 〉書きは、専攻科入学定員と３年次編入学定員で外数である。

※①：学科等の設置は、平成１４年１０月とし、学生受入れは、平成１５年４月
とする。（ただし、第３年次編入学生の受入れは、平成１７年４月とす
る。）

②：医療技術短期大学部における学生募集は、平成１４年度限りとする。
（ただし、専攻科における学生募集は、平成１７年度限りとする。）
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３ 高等専門学校の創設

沖縄工業高等専門学校（仮称）の創設 平成14年度予算額(案) ５２，３１３千円

［要 旨］

沖縄振興において、長期発展の基盤となる人材育成の果たす役割は極めて大きいこ と
から、名護市をはじめ沖縄県から高等専門学校の設置が強く求められるとともに、 「国立
高等専門学校設置の確実な実現」を盛り込んだ「沖縄県北部地域の振興に関す る方針」が
平成１１年１２月に閣議決定。

これらを踏まえ、中学校卒業者を対象とした５年一貫教育による実践的技術者を養 成
する高等教育機関として、産業界等から高い評価を受け、我が国の産業基盤を支え る人材
を養成する機関として重要な役割を担っている高等専門学校を沖縄県に創設す るもの。

［内 容］

（１）名 称 沖縄工業高等専門学校（仮称）

（２）位 置 沖縄県名護市辺野古地区

（３）設置時期 平成１４年１０月 開 学
平成１６年 ４月 学生受入

（４）組織（学科及び入学定員）
機械システム工学科（仮称） ４０人
情報通信システム工学科（仮称） ４０人
メディア情報工学科（仮称） ４０人
生 物 資 源 工 学 科（仮称） ４０人
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４ 先端医療等の推進

(前 年 度 予 算 額 ７，６６５，９７１千
円）

平成14年度予算額(案) １０，３５２，９５３千円

［要 旨］
近年の急速な生命科学技術の進歩を実践医療に転換し、新たな治療方法等を確立する

ことが我が国の中核的医療機関としての国立大学附属病院に求められているため、先端
医療等を担う組織の整備を行う。
また、最近、子どものこころのケアの必要性が叫ばれており、これらの社会的要請が

強く、緊急性の高い分野に対応した診療組織を設置する。
また、国立大学附属病院における医療事故防止等の観点から看護体制等を整備充実。
さらに、先端的な医学・医療の実践や基盤医療を担う医療人の育成の環境整備を図る。

［内 容］

（１）探索医療センターの整備等 平成14年度予算額(案) １０４，３７６千円

先端的な医学・医療の研究成果を効果的に医療の現場に還元するため、京都大学医学部
附属病院探索医療センターを整備するとともに、名古屋大学医学部附属病院等に先端医療
開発を推進する組織等を新設。
医薬品の開発にかかる治験の安全管理に資し、我が国の治験の空洞化を防止するため、

臨床試験部等を新潟大学医学部附属病院等に整備。

（２）子どものこころ診療部等の新設 平成14年度予算額(案) ４２４，２０１千円

いじめ、引きこもり、児童虐待等、子どものこころの問題に対応するため、信州大学
医学部附属病院等に子どものこころ診療部等の特殊診療施設を設置するとともに、地域
における医療体制の整備など社会的要請・緊急性の高い、光学医療診療部、リハビリテ
ーション部、周産母子センター等の特殊診療施設を設置。

（前 年 度 予 算 額 ７，６６５，９７１千円）
（３）看護等体制改善要員経費 平成14年度予算額(案) ９，８０７，６０７千円

国立大学附属病院に看護婦及び医療技術者を非常勤職員として採用することにより、
看護体制等を整備し、①医療事故の防止、②患者サービスの充実、③病院経営の合理化
・効率化を図る。

（４）医歯学教育ｼｽﾃﾑ研究ｾﾝﾀｰの新設 平成14年度予算額(案) １６，７６９千円

我が国の医学・歯学教育水準の向上を図るため、東京医科歯科大学に全国共同利用施設
として医歯学教育システム研究センターを設置。
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５ 国立大学附属学校の安全管理体制の充実

（ 新 規 ）
平成14年度予算額(案) ３６０，５４２千円

〔要 旨〕
大阪教育大学教育学部附属池田小学校での殺傷事件の発生に伴って、全

国の附属学校における再発防止のための安全管理体制と附属池田小学校児
童等の心のケアの支援体制について整備を図る。
（１）全国の附属学校における警備員を配置
（２）池田小学校におけるメンタルサポートチームの整備
（３）附属学校の安全管理についての調査研究の実施

〔内 容〕
（ 新 規 ）

（１）警備委託経費 平成14年度予算額(案) ３２３，９８０千円

再びこのような事件が起こらないよう未然に防止する方策として、全
国の附属学校に警備員を配置することにより、安全管理体制の充実を図
り、幼児児童生徒が安心して学校生活を送れるようにする。

（ 新 規 ）
（２）メンタルサポートチーム経費 平成14年度予算額(案) ２９，３５６千円

附属池田小学校の遺族や児童・保護者、教職員に対し、精神科医やカ
ウンセラーによる家庭訪問及び電話相談等による心のケアの支援活動を
長期的に実施するための体制を整備する。

（ 新 規 ）
（３）学校安全調査研究経費 平成14年度予算額(案) ７，２０６千円

大阪教育大学において、国立大学附属学校としての視点から学校や児
童の安全管理の在り方、緊急時のマニュアルなどについて有識者等によ
る２０名程度の調査研究会を発足し、全国の附属学校の参考となるよう
な調査研究を行う。
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Ⅳ 育英奨学事業の充実

（前 年 度 予 算 額 １２５，００６，０６４千円）
平成14年度予算額(案) １１２，６９８，３６９千円

（前 年 度 財 投 予 算 額 ２２９，２００，０００千円）
〔うち財投機関債 １０，０００，０００千円〕

平成14年度財投予算額(案) ２７７，９００，０００千円
〔うち財投機関債 ５６，０００，０００千円〕

［要 旨］
２１世紀を担う人材を幅広く育成していくため、引き続き育英奨学事業の充実を図ること

が重要な課題。
また、経済財政諮問会議のいわゆる「骨太の方針」等においても「奨学金の充実」につい

て提言されており、無利子・有利子全体での貸与人員の増員を図る。

［内 容］
【４．５万人増】貸与人員合計 ７９．８万人

無利子貸与 ４０．６万人【１．６万人減】
有利子貸与 ３９．２万人【６．１万人増】

【４３４億円増】事 業 費 合 計 ５，１６６億円
無利子貸与 ２，２１４億円【 ７２億円減】
有利子貸与 ２，９５２億円【５０６億円増】
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Ⅴ 留学生交流の推進

（前年度予算額 55,834,350千円）
平成14年度予算額(案) 54,421,759千円

（ 趣 旨 ）

諸外国との相互理解の増進、人材育成、我が国の国際化に資するための重要な施策
である留学生交流推進のため、国費外国人留学生受入れの計画的整備、私費留学生等

への援助、留学生に対する教育・研究指導の充実等を図る。
なお、世界で通用する若手人材の育成の観点から、新たに最先端分野の学生交流推

進のための支援制度を創設する。

（ 内 容 ）
（前年度予算額 23,294,378千円）

(1) 国費外国人留学生受入れの計画的整備 平成14年度予算額(案) 23,511,688千円

（留学に必要な経費全体を国が負担する、留学生受入れの根幹的制度）
○ 受入れ人数 新 規 ４,９８５人 → ５,２３５人（ ２５０人増）

（前年度予算額 14,056,280千円）
(2) 私費留学生等への援助 平成14年度予算額(案) 13,594,422千円
① 学習奨励費

（私費で留学する者を支援するための奨学金制度）
○ 留 学 生

人 数 １０,８５０人 → １０,９００人（５０人増）
○ 就 学 生（高等教育機関への進学予定者）

人 数 １５０人 → ２００人（５０人増）
② 短期留学推進制度

（大学間交流協定等に基づく１年以内の留学プログラム）
受 入 １,９５０人 （前年度同） 派 遣 ５８５人 （前年度同）

③ 最先端分野の学生交流の推進（新規）

世界水準の視野をもって、世界で活躍する若手人材の養成を目的。
環境、情報通信、ライフサイエンス、福祉等を中心とした分野の最先端水準

にある諸外国の大学、研究機関と、我が国の大学との共同プロジェクト等に参
加する大学院学生に対して、その交流を支援（奨学金、渡航費の支給）する。

受 入 ５０人 派 遣 ５０人

④ 授業料減免学校法人援助

（前年度予算額 18,483,692千円）
(3) 留学生に対する教育・研究指導の充実等 平成14年度予算額(案) 17,315,649千円
① 留学生宿舎の確保

・ 留学生宿舎建設奨励金（１事業者）
② 国立大学等における教育指導体制の整備
③ 留学生受入れに係る私立大学等経常費補助（特別補助）
④ 日本留学試験の本格実施
⑤ 国際研究交流大学村


